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目的

公共交通の利用者数の減少や公共交通関連の公費負担が増大し、その維持が非常

に困難となっている状況をふまえ、市行政をはじめとする交通に関わる様々な主体

が相互に協力して、本市にとって持続可能かつ有効な公共交通網を形成し、公共交

通サービスの維持確保を図ることを目的として、公共交通政策のマスタープランと

なる「鴨川市地域公共交通計画」の策定を行います。

計画期間

計画の区域

本計画の区域は、鴨川市全域とします。

ただし、鴨川市と他市町村を結ぶ広域的なネットワークのあり方等も含めて、

検討していきます。

計画期間は、令和４年度（2022年度）から令和８年度（2026年度）までの５

年間とします。ただし、社会情勢の変化などをふまえ、必要に応じて見直しを行い

ます。

年度 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８

上位
計画
・
主な
関連
計画

地域
公共
交通
計画

第２次鴨川市総合計画 第２次鴨川市基本構想（H28～R7）

第２次
鴨川市総合計画
鴨川市第３次５

か年計画
（H28～R2）

第２次鴨川市総合計画
鴨川市第４次５か年計画

（R3～R7）

鴨川市まち・
ひと・しごと
創生総合戦略
（H27～R2）

第２期 鴨川市
まち・ひと・しごと

創生総合戦略（Ｒ３～Ｒ７）

鴨川市都市計画マスタープラン（H28～R17）

鴨川市地域公共交通網
形成計画（H26～R3）

鴨川市地域公共交通計画
（R4～R8）
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現状と課題

地域公共交通を取り巻く現状

●総人口は、令和２年の約32,000人から令和27年には約23,000人まで減少し、

65歳以上の人口割合は38.9％から41.5％に増加する見込みです。

●人の動きは鴨川市内の移動だけでなく、市外への移動も見られます。また、市外

からの流入も見られます。

●自家用車の保有台数は概ね横ばいであり、平成31年3月末では約19,600台、

１世帯当たりの自動車保有台数は、平成31年3月末で約1.2台となっており、自動

車依存度が高い状況です。

●75歳以上の高齢者の免許保有率が高い状況にあり、令和２年は約39.5％となって

います。

●地域間の移動を担う役割が高速バスや路線バスとなっており、地域内の移動を担う

役割がコミュニティバスやタクシー、乗合タクシーとなっています。

 

▲小型ノンステップバス「ポンチョ」 ▲トヨタ・ハイエース 
▲小型ノンステップバス「ポンチョ」 ▲トヨタ・ハイエース

地域公共交通の課題

人口減少・少子高齢化に対する対応

交通ネットワークの拡充による地域内・地域間のアクセス改善

超高齢社会に対応した安全・安心な外出環境の確保

公共交通の利用促進

鴨川市にとって持続可能かつ有効な公共交通網の形成
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本計画の基本方針、実現に向けた目標を次のように定めます。

基本方針１ 本市にとって最適な地域公共交通網の形成

持続可能かつ有効な公共交通網を構築し、日常生活における移動手段を確保すること

で、公共交通利用者数の減少割合の改善を目指します。

基本方針２ 誰もが安心・便利に利用できる公共交通サービスの提供

地域公共交通を利用しやすい環境を整備することで、利用者の満足度の向上、公共

交通の利用促進及び高齢者等の運転免許証の返納促進を目指します。

基本方針３ みんなで支える公共交通の実現

「公共交通は、みんなで創り、守り、育てるもの」という意識を持ち、利用促進に

主体的に関わっていくためのきっかけづくりとなる取組の展開を目指します。

基本方針と目標

目標１ 地域公共交通の利用圏域の拡大及び利用者数の減少傾向の改善

目標２ 地域公共交通の維持に係る市負担額の増加抑制

近年増加傾向にあった地域公共交通の維持に係る市負担額（市が事業主体となり運行

する公共交通に要する財政負担額及び路線バスの維持に係る運行補助金等の合計）

の増加抑制を目指します。

目標３ 地域公共交通の市民満足度の向上

目標４ モビリティ・マネジメントの推進

市街地の周辺に集落が広く分散している本市の地域特性に対応し、公共交通ネット

ワークの維持確保・充実を図るため、路線バス及びコミュニティバスの路線再編、

運行方法等の検討及び見直し、新たな公共交通システムの導入検討等を行い、各公

共交通機関の連携により、持続可能かつ有効な公共交通網の構築を図ります。

利用環境の整備や公共交通に関する周知・啓発等の取組を行い、誰もが気軽に安心

して利用できる、便利で利用しやすい公共交通サービスの提供を目指します。

モビリティ・マネジメントの手法を取り入れ、市民、交通事業者、行政等の協働による

積極的な利用促進を図ります。本市の目指す公共交通を実現させるため、ＰＤＣＡサイ

クルに沿った各種公共交通施策の立案・実施、効果検証、改善策の検討など、公共交通

の適正かつ効果的・効率的なマネジメントを市民等との協働により行っていきます。



本市にとって最適な地域公共交通網の形成基本方針１

施 策

施策１ 持続可能な公共交通網の維持確保・充実

①地域特性に対応した持続可能な地域公共交通網の再編

・地域特性に対応した、持続可能

かつ有効な公共交通網の形成を

図るため、路線バス及びコミュ

ニティバスの一体的な路線再編

や運行の効率化など公共交通網

の再編を行います。

②新たな公共交通システムの導入検討

・地域公共交通網の再編に伴う代替手段の検討や公共交通空白地域の解消のため、タク

シーの有効活用による新たな公共交通システム（タクシー利用助成制度、タクシー定

期券など）の導入検討を行います。

③広域移動手段の維持確保・充実

・本市と市外を結ぶ広域的な幹線ネットワークである鉄道及び高速バスについて、サー

ビス改善に係る要望活動を継続的に実施し、広域移動手段の維持確保・充実を図ります。

④地域における輸送資源との連携検討

・地域住民が主体となり、各地域に必要な公共交通のあり方を検討し、地域自らが移動手

段を確保する取組を行政がサポートする体制の構築について検討を行います。

・地域における多様な輸送資源（福祉輸送サービスやスクールバスなど）との連携によ

る公共交通の維持確保について検討を行います。

・市が行っている送迎サービス等（通学・通園バス、福祉センター送迎バス、福祉タク

シー利用券など）の実施を継続します。

４

目標達成に向けた施策

▲目指す公共交通ネットワーク



施策３ 公共交通に関心を持ち気軽に利用できる環境の充実

誰もが安心・便利に利用できる公共交通サービスの提供基本方針２

施策２ 公共交通サービスに関する情報提供の充実

①誰もがわかりやすい公共交通マップ等の作成
・利用者目線でわかりやすく、鴨川市の公共交通を網羅した総合
的な公共交通マップ等を新たに作成し、公共交通の情報提供の
充実を図ります。

・公共交通マップ等について、観光客等の来訪者も活用できるよ
う、公共交通を利用しての観光地までの行き方等の情報を併せ
て記載し、観光情報との一元化を図ります。また、紙媒体だけ
でなくスマートフォンやタブレット等でも閲覧できるようデジ
タル化を行います。

②ＩＣＴ導入に向けた検討
・バスロケーションシステム、ＩＣＴアプリの活用、ＩＣＴを活
用した電子媒体での情報提供に向けたオープンデータ化、地域
公共交通全体の検索・予約システム、乗合タクシーの配車のＡ
Ｉ化、キャッシュレス化、ＭａａＳ等の最新技術を取り入れた
取組について、インバウンド対応も含めて検討を行います。

施 策

５

①商業施設等との連携も含めた待合環境の改善
・商業施設と連携した待合スペースの設置、敷地内へのバスの乗
り入れなど利用しやすい公共交通の環境整備に努めます。

・利用者目線で、誰もが迷うことなく気軽に利用できるよう、主
要な交通結節点においての待合環境の充実を図るため、行き先
や乗継等の情報提供を行うタブレット端末等の設置について検
討を行います。

②ラストワンマイル環境の整備検討
・交通結節点以降のラストワンマイル交通の環境を充実させるた
め、サイクル・アンド・ライド、キス・アンド・ライド等につ
いて検討を行います。

③バリアフリーに配慮した環境づくり
・公共交通の利用者の多くが、高齢者、障害者、子ども及び妊産
婦等であることを踏まえ、誰もが安心して利用できるよう、バ
リアフリー対応車両への更新を進めます。

④運転免許証自主返納の促進に向けた検討
・交通事業者主体で取り組んでいる運転免許証自主返納者を対象
とした優遇制度の積極的なＰＲを行うとともに、高齢者等の自
主返納を促す特典等の支援制度について、関係者間で協議・検
討を行います。

目標達成に向けた施策

▲総合的な交通マップ
イメージ

 

▲バスロケーションシステム
イメージ

▲商業施設と連携した
待合スペース

 

▲運転免許証自主返納
支援事業イメージ



みんなで支える公共交通の実現基本方針３

施策４ 公共交通の利用に向けた意識啓発

①モビリティ・マネジメントの実施

・過度に自動車に依存することなく、多様な交通手段を適

度かつ賢く利用する状態への転換を促すため、以下のモ

ビリティ・マネジメントの取組を展開します。

・バスを利用した買物体験ツアー等を企画し、公共交通の

利用の機会を提供することで、公共交通に対する意識啓

発を促し、公共交通の利用促進を図ります。

・各種イベントの開催時や市の広報誌等において、地域公

共交通に係る積極的な情報発信を行い、市民の公共交通

に対する理解を深め、市民意識の醸成を図ります。

・「クルマのみ」から「クルマ時々公共交通」への意識啓

発を促すチラシの作成・配布、ノーマイカーデーの実施、

転入者へ配布するモビリティ・マネジメントキットの作

成、新入生へのお試し乗車券配布など、多様なモビリ

ティ・マネジメントの取組について、実施に向けた検討

を行います。

②公共交通乗り方教室の実施

・公共交通に対する理解を深め、将来的な公共交通の利用

を促すため、高齢者や小学生を対象に、公共交通の乗り

方教室を開催します。

③地域等との協働による利用促進

・観光施設等と連携した企画切符の継続販売に加えて、新

たに健康増進や地域コミュニティの維持・創出につなが

る企画乗車券等の検討を行います。

・市民団体等と連携し、公共交通の利用方法等の情報提供

に努めます。

６

施 策

目標達成に向けた施策

▲公共交通利用促進リーフレット
イメージ

▲バスの乗り方教室

▲公共交通利用者への運賃補助
イメージ

▲買物バスツアー



７

地域公共交通会議において、毎年度、取組の実施状況の確認、効果検証や取組の改

善案等について協議を行います。

計画期間における社会情勢の変化を踏まえ、見直しが必要な場合は、上位・関連計

画との整合を図りつつ、計画の改訂を行っていきます。

推進体制

目標の達成状況を明確化するため、評価指標の目標値を次のとおり設定します。

目 標 の 評 価 指 標

目標 評価指標
現状値

（令和２年度）
目標値

（令和７年度）

【目標１】
鴨川市における
地域公共交通の
利用圏域の拡大
及び利用者数の
減少傾向の改善

指標①
公共交通利用圏域
人口割合

７７．０％ ８０．０％

指標②
公共交通利用者数

９９２，５０２人
高速バス：216,046人
路線バス：213,926人

コミュニティバス：24,667人
タクシー：133,078人
鉄道：404,785人

９４７，４６７人
高速バス：243,026人
路線バス：186,144人

コミュニティバス：20,834人
タクシー：118,649人
鉄道：378,814人

【目標２】
地域公共交通の
維持に係る市負
担額の増加抑制

指標③
コミュニティバス
運行収支率

１３．０％ ２０．０％

指標④
地域公共交通の維
持に係る市負担額

３０，２６１千円 ４５，０００千円

【目標３】
地域公共交通の
市民満足度の向
上

指標⑤
公共交通に対する
満足度

１１．５％ １５．０％

指標⑥
利用環境の整備箇
所数

０箇所 ４箇所

【目標４】
モビリティ・マ
ネジメントの推
進

指標⑦
ノーカー・サポー
ト優待証の発行枚
数

８７枚 １４０枚

指標⑧
モビリティ・マネ
ジメントの実施回
数

０回／年 ３回／年

指標⑨
公共交通乗り方教
室の実施回数

１回／年 ２回／年


